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Abstract 

Purpose To clarify the status of health promotion interventions designed to change consumers’ awareness, attitudes, and behavior in 

Japan, we conducted a systematic review of Japanese studies.  

Method Relevant articles were identified from the database of the Japan Medical Abstracts Society. Of the 197 retrieved, we selected 

41 articles that fit our predetermined inclusion and exclusion criteria.  

Results Few of the studies were randomized controlled trials. Most studies aimed to change participant behavior, but none focused on 

consumers with a relatively low interest in health matters. We extracted 77 ideas/themes related to intervention methods and classified 

them into eight categories.  

Conclusion To improve interventions, designs should be reconsidered and reworked using the “5Ws/H” (“what”, “who”, “where”, 

“when”, “why”, and “how”), and should consider how to include individuals with a low interest in health matters. The potential role of 

industry in health promotion should also be evaluated. 

要旨 

【目的】健康意識・態度と健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)に係る地域における一般生活

者に対する介入の実態把握と、その方略や手段など工夫(以下、工夫)の抽出を目的に、産学連携体制により、国内文献の

レビューを行った。【方法】文献検索には医学中央雑誌を用い、41 編の論文を採択し研究アプローチと介入アプローチの

分析を実施した。また、介入上の工夫の抽出とカテゴリー化、並びに、介入の質の高度化に向けた分析と、今後のさらな

る産学官連携の展開余地についての考察を行った。【結果】研究デザインは、一群前後比較の研究が多く(15 編)、アウト

カムは、意識・態度変容のみが 8編、健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)を扱った研究が 33

編となった。また介入対象者を健康関心層に設定した研究が相対的に多かった(28 編)。分析から、意識・態度と健康に関

する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)に係る工夫を 77個抽出し、8のカテゴリーに整理した。【まとめ】

意識・態度と健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)を実効的に推進する介入施策の質の向上が

必要な中、今後は無関心層や低関心層を対象とした研究の強化、5W1H を起点とした実効性の高い介入施策のデザインと

検証、そして有用なノウハウやアセットを持つ民間セクターとの積極的な連携が期待される。 
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1. 序文 

我が国では「健康・予防」は健康長寿社会の実現に向

けての大きなテーマである。その中で、地域における一

般生活者の意識・態度や行動に注目し、健康増進と疾病

予防を目的とした健康意識の向上や情報に基づく健康行

動への変容を促すための様々な取り組みが行われている

[1]。個人を対象とする行動変容に関しては様々な理論・

モデルが提唱されており、特に健康信念モデル、社会的

認知理論、計画的行動理論、トランスセオリティカルモ

デル(多理論統合モデル)が多くの研究で言及されている

[2] [3]。一方、組織・社会レベルではイノベーション普

及理論が広く知られており、近年では行動経済学のナッ

ジ理論も注目を集めている[4]。 

海外の先行研究においては、Nickel らが、都市部にお

ける地域密着型の健康増進介入 32 論文のシステマティ

ックレビュー[5]により、地域密着型アプローチは、直接

対象とした集団の健康増進と疾病予防には有効であるが、

対象集団を含む人口全体への波及は限定的であることを

指摘している。その原因としては、研究方法、介入中に

発生した事象、介入アプローチの限界を、挙げている。

また、Farrance らの地域密着型の運動介入プログラムに

関するレビュー[6]や、Valdivia Espino らのレストラン

での健康増進介入に関するレビュー[7]などにおいて、健

康増進において重要な役割を持つ運動、食事に関する分

析が報告されている。これらの報告でも、採用されてい

る介入アプローチ自体の限界が、指摘されている。つま

り、これら海外における研究論文において、健康増進活

動に係る、新たな介入アプローチの開発の必要性が示唆

されていると言えよう。また、日本でも、地域を基盤に

した健康増進に関する研究が国際誌で成果報告されてい

る[8][9]。 

一方、国内の地域、職域、教育機関等で健康づくりに

携わる当事者を読者として想定している論文は、国内学

術雑誌に日本語で成果報告されている可能性が高い。し

かし、日本国内での活用を想定して発信される論文の実

態に対し、実践の視点から行った文献レビューはなく、

日常の健康づくり活動として一般生活者に対する介入手

法の、新たな開発に向けた議論の基盤の確認・整理は十

分とは言い難い。更に言えば、国内でも健康増進に向け

た産学官連携の推進[10]と、新たな視点の導入が必要と

されているが、企業が主導し、国が規制する医薬品・医

療機器開発と異なり、健康増進領域での研究・実践にお

ける企業の役割に関する知見は乏しい。 

本研究では、これまで健康増進の領域では積極的に得

られていない企業の役割の視点を加え、地域における一

般生活者に対する介入の実態を明らかにすることを目的

に、国内の文献のレビューを行なった。 

尚、本論文では意識・態度変容、行動変容を健康行動

に対する変容とした。プロチャスカの行動変容ステージ

モデル[11]を参考にし、無関心期から準備期にいたる間

の変容を意識・態度変容とし、準備期から維持期に向け

ての変容を行動変容に該当するとし、これを健康に関す

る行動変容(健康増進・疾病予防に係る行動の変容)と表

記した。 

 

2. 目的 

日本国内で報告された地域における健康増進関連文献

の研究デザイン、介入アプローチに関する全体的な実態

を明らかとすることを目的とした。特に、健康意識・態

度と健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる

行動の変容)に係る方略や手段など工夫(以下、工夫)の抽

出を目的とした。 

 

3. 方法 

3.1. 研究デザイン 

 国内にむけて発信された学術誌に掲載の論文を対象に、

１)研究デザインと介入対象およびアウトカムを抽出し、

２)介入アプローチの特性や工夫を分析し傾向を把握す

る手順でシステマティックレビューを行った。 

 

3.2. 使用データベース、対象期間、検索日、検索式 

 文献の検索には特定非営利活動法人医学中央雑誌刊行

会の医学文献データベース医中誌 Web を用いた。医中誌

Web は医学に特化したデータベースであり、医学用語シ

ソ-ラスに基づき、論文の形式・年齢などの設定によって

対象論文の絞り込みが可能である。これにより、一定の

ルールに基づいた論文の抽出ができると考え、医中誌

Web を用いた。 

 発表言語は日本語・英語とし、対象期間は 厚生労働省

が「21 世紀における国民健康づくり運動(略称・健康日

本 21)」を開始した年である 2000 年から 2018 年検索日

までとした。検索日は 2018年 7 月 27 日である。 

表 1 に検索式を示す。検索キーワードは、行動、リテ

ラシー、識字能力を論理演算子 OR で連結し、論理演算子

AND で健康、予防、地域、教育に関する文献を絞り込ん

だ。一般生活者を対象とするために、データベースの年

代定義に基づき成人と中年を論理演算子 OR で連結し、論

理演算子 AND で抽出条件に加えた。検索においては、デ

ータベースのシソーラス参照を利用した。 

 

3.3. 文献選択の適格基準 

 文献選択に際しての適格基準として、健常人を対象と

する日本国内で行われた介入研究を採択した。専門職(看

護師など)に対する介入研究、高齢者のみを対象とした研
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究、非介入または実態調査のみの研究、生理学指標の評

価のみの研究、および紀要は除外した。ここで健常人は

高血圧、糖尿病、脂質代謝異常などの生活習慣病、がん

や脳・心疾患などの慢性疾患で定期的な治療を受けてい

ない者と定義した。 

 文献の抽出は公衆衛生領域の研究者 4名(管理栄養士 2

名、作業療法士 1 名、社会健康医学修士(専門職)(MPH)2

名、社会健康医学博士(DrPH)1名。重複あり)が実施した。

まず抽出された文献から、適格基準に沿って表題と抄録

を確認し文献を選択した。選択された文献の本文を精読

し、適格基準を満たす文献を最終的に採択した。 

 

3.4. 分析の視点 

3.4.1. 研究アプローチの分析 

 上述の公衆衛生領域の研究者 4 名で実施した。分析視

点はⅠ.対象者属性、Ⅱ.介入目的(アウトカム)、Ⅲ.研究

デザイン、Ⅳ．対象とする健康課題の、4 項目とした。な

お、Ⅱ.介入目的は評価されたアウトカムから意識・態度

変容、健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わ

る行動の変容)に分類した。 

評価は 3 名の評価者(A，B，C)が共通のルールに従って

各文献につき 2 名が担当し、主評価者による評価の後に

第 2 評価者が確認した。判断が異なる場合は別の評価者

(D)が共通ルールに則って評価した。 

 

3.4.2. 介入アプローチの分析 

公衆衛生領域の研究者 2 名(博士号を持つ医師、MPH)と

民間企業のマーケティング業務に携わる実務家 4 名(食

品メーカー、広告会社)が実施した。研究アプローチの実

態把握を踏まえ、意識・態度および健康に関する行動変

容(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)の介入アプ

ローチの実態と傾向を分析した。 

分析視点は表 2 のⅠ〜Ⅵに示す、Ⅰ.WHOM、Ⅱ.WHO、

Ⅲ.WHAT、Ⅳ.HOW、Ⅴ.WHERE、Ⅵ.WHEN に沿った 6 項目と

した。なお、提供コンテンツ(分析視点Ⅲ．WHAT)では介

入上で提供されたモノを無形物(サービス財)と有形物

(物財)に分類した。また、工夫(分析視点Ⅳ.HOW)の分析

では、文献に記述されている介入効果を最大化させるた

めの工夫を抜き出し、帰納的に分析した上で、類似項目

をカテゴリーとして生成した。 

評価者は共通のルールに従って各文献につき 2 名が担

当し、主評価者による評価の後に第 2 評価者が確認した。

判断が異なる場合は担当の 2 名が議論し、必要に応じて

別の評価者の評価を加え、協議の上、決定した。 

 文献選択の過程の記述は PRISMA 声明(Preferred 

Reporting Items for Systematic Reviews and Meta-

Analysis)に準拠した。 

 

4. 結果 

4.1. 文献の選択 

抽出された 197 編のうち、タイトルと抄録から 146 編

を除外した。さらに本文の精読から 10 編を除外し最終的

に 41 編を採択した(図 1)[12]-[52]。採択論文の概要一

覧を表 3 に示す。 

 

4.2. 研究アプローチの分析 

 結果を表 4 に示す。分析視点Ⅰの対象者では、31 編が

一般市民、3 編が企業就労者、3 編が学生であった。 

分析視点Ⅱの介入目的(アウトカム)では、8 編が意識・

態度変容のみ、16 編が健康に関する行動変容(健康増進・

疾病予防に関わる行動の変容)のみ、17 編が意識・態度

変容と健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わ

る行動の変容)の両者をアウトカムとしていた。全体を通

じ健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行

動の変容)をアウトカムに設定している研究は 33 編

(80％)であった。 

分析視点Ⅲの研究デザインではランダム化比較試験が

4 編、非ランダム比較試験が 14 編、一群前後比較が 15

編、一群で介入後のみが 4 編であった。 

分析視点Ⅳの対象とする健康課題では 11 編が生活習

慣病予防、6 編が糖尿病予防、4 編がメタボリック症候群

予防、2 編ががん予防の他、メンタル系・うつ・自殺予防

が 6 編、歯科関連課題が 5 編であった。 

 

4.3. 介入アプローチの分析 

4.3.1. 対象者のリクルート(分析視点Ⅰ．WHOM) 

リクルート方法は、半強制参加、応募による参加、自

由 参 加 に 分 類 さ れ た 。 学 校 授 業 を 介 し た 介 入

[12][20][24][51]など、対象者の参加意向を、個別に確

認しない半強制参加が、12 編(29％)あった。一方、対象

者の、参加意向に動機づけされている、応募による参加

が 20 編(49％)、自由参加が 8 編(20％)であった(表 5)。 

文献中の考察、今後の課題を除いた本文で、介入対象

者の健康関心度の有無について 10 編が言及あり、31 編

が言及なしであった(表 5)。また、対象者を、低関心層・

無関心層に限定した研究はなかった。 

 

4.3.2. 介入者(分析視点Ⅱ．WHO) 

直接介入者については 41 編中 30 編で言及があり、13

編(32％)で医師、17 編で看護師・保健師など、9 編(22％)

で管理栄養士であった(単一研究で多職種が介入してい

るケースあり)。一方、11 編(27％)では介入者の記載が

なかった(表 5)。 

資金提供は、14 編(34％)で国、7 編(17％)で地方自治

体、6 編(15％)で財団等の非営利民間団体が資金提供者

として報告されていた(単一研究で複数の資金提供が行

われているケースあり)。営利民間企業による資金提供が

報告されている文献はなかった。また、19 編(46％)では

資金提供者の記載がなかった(表 5)。 

 

4.3.3. 提供コンテンツ(分析視点Ⅲ．WHAT) 

 41 編すべてで無形物(サービス財)が提供されていた。
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そして有形物(物財)提供については 25 編で具体的な提

供内容に関する記載があった。(表 5 に具体的な提供財を

例示) 

4.3.3.1. 無形物(サービス財) 

無形物(サービス財)の提供目的は、知識提供と体験・

経験提供に分類された。知識提供は、机上学習や議論を

含む座学で行われるものであり、体験・経験提供は、運

動や調理の実習といった能動的な行動体験の提供や、生

理指標の検査などの受動的な経験を提供するものであっ

た。 

その分類において、全体のうち 26 編(63％)が知識提供

と体験・経験提供の両者を行う介入であった。一方、知

識提供のみは 14 編、体験・経験の提供のみの介入は存在

しなかった。その他の 1 編は、歯科検診を受けることに

対する報酬の権利を提供する介入であった[14]。 

具体的な、能動的な行動体験の例としては、水中運動

体験[41]や糖尿病予防の調理実習[31]などがあり、受動

的な経験の例には骨密度測定体験[39]、尿中塩分量測定

[25]などがあった。 

4.3.3.2. 有形財(物財) 

有形物(物財)は、知識伝達用と体験促進用の二つに分

類された(表 5)。文献から抽出した具体的な事例を以下

に紹介する。 

知識伝達用は、教科書、パンフレットなど、印刷物(パ

ッケージ印刷を除く)形態のものがあり、体験促進用は、

介入における行動や体験促進を目的とした用具、器具、

飲食物などがあった。 

その分類において、知識伝達用物財の提供は 18 編

(44％)であった。ここには小冊子やリーフレットの他、

メモリーノート[31]や専用記録紙[15]の例があった。 

一方で、体験促進用物財の提供は 10 編(24%)であった。

ここにはバランス弁当[26]、ダンベル[35]、ライフレコ

ーダ[41]などの事例があった。 

 

4.3.4. 意識・態度と健康に関する行動変容(健康増進・

疾病予防に関わる行動の変容)のための工夫(分析視点

Ⅳ．HOW) 

分析対象文献から意識・態度と健康に関する行動変容

(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)に資する工夫

という観点から施策の抜き出しを行った(講義を除く)。

その結果、77 件の施策を得た。得られた施策(言語デー

タ)を、類似性・親和性という観点でラベルをつけ、グル

ープ化を行う作業を行った。その結果、8 つのグループ

に集約され、カテゴリーを生成した(表 5)。 

これらのカテゴリーの特徴を示す名称を工夫のカテゴ

リー名称とした。カテゴリー名称は、視覚系、双方向系、

体験・練習系、巻き込み系、腹落ち系、報酬系、準備・

追跡系、情報拡散系の８分類とした。得られたカテゴリ

ー名称の内容は以下の通りである。 

・視覚系：14 編(34％) 

パワーポイント[38]、DVD 活用[19]、歯垢染色[29]、喫

煙者の肺の画像[20]などビジュアルを用いたワークなど

の視覚的に理解を促す工夫 

・双方向系：16 編(39％) 

講師から一方的に聞く形式ではなく、互いに質問や面

談をしたり、参加者同士で対話をしたりしながら学ばせ

る等、他者との相互関係により効果向上を目指すアプロ

ーチ。個人面談による減塩の状況確認[25]、グループワ

ークによる相互学習の活用[34][35]、尿中の塩分排泄量

をもとに管理栄養士と個別面談する取組み[28]等 

・体験・練習系：9 編(22％) 

認知予防のための脳はつらつゲームや転倒予防体操

[48]、学校教育におけるフッ化物洗口法の実施[51]等 

・巻き込み系：10 編(24％) 

第二参加者への情報伝達の促進[17]、他者への影響行

使を担うゲートキーパー教育[22]等 

・腹落ち系：18 編(44％) 

ライフレコーダを用いた自己目標の設定[16]や、面談

時の質疑に少ない助言で対応し自発行動を促進する[44]

など、対象者の自分ゴト化(内発的動機付け：自分自身の

問題として認識を得ること)を促す工夫 

・報酬系：4 編(10％) 

歯科受診によりポイントやノベルティがもらえる仕組

み[14]や、健康王者コンテストによるインセンティブの

強化[16]など外発的動機付けを志向した工夫 

・準備・追跡系：5 編(12％) 

介入者に対する研修[37]や対象者に対するフォローア

ップの強化[47][48]等 

・情報拡散系：。2 編(5％) 

Web サイトの開設[22]、介入結果を評価するアンケー

トでの情報入手経路(広報誌、講和、ホームページ、テレ

ビ・ラジオ、知人など多岐の周知活動)の評価[18] 

 

4.3.5. 介入プログラム実施の場所(分析視点Ⅴ．WHERE) 

製造業の事業所[16][44]などの、職域施設が 4 編

(10％)、食品スーパーや商業施設[14]やスポーツジム

[33]といった、民間施設が 2編(5％)、公民館や保健セン

ターといった、公的施設は 16 編(39％)であった(教育機

関と医療機関は除く)。また、大学[12][24][34]、小中学

校や幼稚園[19][50]といった教育機関は 5 編(12％)、医

療機関は 4 編(10％)が介入場所として記載されていた

(同一介入で異なる複数拠点での実施のケースもあり)。

一方、介入場所について記載のない文献が 14 編(34％)あ

った(表 5)。 

 

4.3.6. 実施時間帯、回数、期間(分析視点Ⅵ．WHEN) 

介入の実施時間帯は 41編中、11編(27％)で平日昼間、

2 編(5％)で平日夜間、5 編(12％)で休日の記載であった

(重複あり)。時間帯に応じた選択可[23]の文献、郵送で

実施時間が特定できない[40]などのその他が 4 件(10％)

であった。一方、介入時間帯について具体的な記載のな

い文献が 23 編(56％)あった。 
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 介入回数は 41 編中、同一の対象者に対する介入が 1 回

のみの研究が 13 編(32％)の文献であった。複数回の介入

を行なっている文献が 29 編であり。その 29 編のうち、

2～5 回の複数回介入が 14 編(34％)、6 回以上が 13 編

(32％)であった(回数不明が 2編)。 

実施期間は、複数回の介入を行なっている 29 編(単回

介入研究と複数回介入研究の併記の文献[22]が１編)で

求めた。1 ヶ月以内が 1 編(3％)、1 ヶ月超～3 ヶ月以内

が 6 編(15％)、3 ヶ月超～6 ヶ月以内が 7 編(17％)、6 ヶ

月超が 15 編(37％)であった(表 5)。 

 

4.3.7. 行動理論に関する記載 

介入施策の検討にあたって行動変容に関する理論につ

いて言及している文献は 41 編中 16 編確認された。その

うち、プロチャスカの行動変容ステージモデルの言及が

6 編と一番多い結果となった。 

 

5. 考察 

5.1. 総論 

本研究では、2018 年 7 月時点、国内文献で報告されて

いる意識・態度と健康に関する行動変容(健康増進・疾病

予防に関わる行動の変容)に向けた取り組みのシステマ

ティックレビューにより、研究アプローチの実態把握と、

介入アプローチの実態把握を行った。41 編を選定し分析

を行った結果、下記の実態が明らかになった。①研究対

象は、健康関心層が 28 編、半強制が 12 編となっており、

無関心層・低関心層を対象にした研究はない。②アウト

カムを意識・態度変容のみを扱った文献が 8 編(20％)、

健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動

の変容)を扱った文献が 33 編(80％)であった。③ほぼ全

ての文献(40 編(98％))において、工夫についての記述が

あった。④介入実施の時間は、平日昼間の記載が多く、

場所は公的施設の記載が多い。⑤介入アプローチの基本

的情報となる 5W1H に係る記載がない文献が多かった。 

 

5.2. 各論 

5.2.1. 研究アプローチの特徴 

5.2.1.1. 研究におけるアウトカムの設定 

介入目的つまりアウトカム設定を、意識・態度変容に

とどまらず、健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防

に関わる行動の変容)としている文献が半数以上(33 編

(80％))を占めており多い傾向であった。 

しかしその行動について、複数回介入でのアウトカム

評価を行なっていた研究は少なく(半年超は 15 編)、さら

には介入後一定期間の継続行動を意図した介入を行って

いる研究もほとんどなかった(追跡系の工夫文献が 2 編)。

今後は、健康行動の継続化ならびに、より効果的な介入

アプローチの開発を目的とした研究への発展を期待する。 

 そうした中で、営利民間法人の多くはマーケティング

実務の中で、ターゲットの行動変容のための工夫を試行

錯誤している。今後、このノウハウの活用を進める産学

官連携が期待される。 

 

5.2.1.2. 研究デザイン 

研究デザインは、一群での前後比較、一群後のみデー

タの文献が半数程度(19 編(46％))であり、多い傾向であ

った。 

研究デザイン上の限界が存在することは理解するが、

現状は対照群との比較を行なっていないため、介入の有

効性を十分に評価できているとは言えない。つまり、介

入内容の質に対しての議論を十分に行うことが出来る状

況にはないと言える。 

以上から、今後は、介入の有効性を科学的に評価する

ための対照群を設定した比較研究が増えることが期待さ

れる。 

 

5.2.2. 介入アプローチの分析 

5.2.2.1. 介入対象者とリクルート方法 

リクルート方法は、介入対象者の主体的な参加意向(健

康関心層)に基づく参加となる応募、自由参加によるもの

が全体の 2/3 以上を占めていた。その結果、参加者にほ

とんど、健康無関心層が含まれていなかった。 

 しかし、現在、予防が重要なテーマとなっている状況

を踏まえると、健康無関心層を対象にした研究の必要性

が高いことは言うまでもない。 

今後、その健康無関心層に対する研究を推進していく

にあたっては、無関心層をターゲットにした施策展開に

試行錯誤し、多くの先行事例やノウハウを集積している

民間企業との連携が有用と考えられる。 

 

5.2.2.2. 直接介入者の属性 

今回の分析で医療系専門家(医師、歯科医師、看護師、

保健師など)が直接介入者の役割を担っているケースが

多く(19 編(46％)で記載)を占めた。また運動や食事の実

務家などの適切な専門家が介入者として組み入れられて

いる研究も一定数(9 編(22％)で記載)あった。 

しかし、介入内容や実施的に伝える内容によっては医

療系専門家が直接介入者として適任ではない場合もある。

直接介入者(伝え手)の選定は、その目的や対象者の特性

に応じて行うことが、介入効果を最大化するためには重

要である。 

そのためには、外部連携を進めることにより、当事者

やボランティア、他産業の実務家など様々なプレイヤー

を活用できる状態を作り出すことが不可欠である。 

 

5.2.2.3. 提供された無形財(サービス財) 

無形財(サービス財)の提供目的が、知識のみが 34％、

知識＋体験が 63％という結果であった。体験を目的とす

るサービス財提供が多い結果は、健康に関する行動変容

(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)を進める上で

好ましいと考えられるが、依然として知識のみが約 1/3

存在していた。マーケティングの領域では、対象者を意
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識・態度と行動変容に導くにあたって、体験の提供、体

験価値の最大化が有用であるとされている[53][54]。 

健康科学の領域においても、この体験価値の戦略的な

設計と介入プログラムへの活用が、今後の重要な挑戦と

なってくるであろう。 

 

5.2.2.4. 提供された有形財(物財) 

有形財(物財)の提供目的に、知識伝達が 18 編(44％)、

体験促進が 10 編(24%)報告されていた。一方、有形財提

供の記載がない文献が 16 編(39％)あった。全体を通じ

て、知識伝達以外の有形財活用が少ない現状にあるとい

うことができる。 

一方、経営工学の領域では、サービス品質向上には有

形財の活用が寄与する[55][56]とされている。介入をサ

ービスとして捉えた場合、有形財の更なる活用は体験促

進の質を高め健康増進上のアウトカムに有意義な影響を

もたらすものと考えられる。 

健康増進の領域においては、メーカー等の民間企業の

物財提供による産学官連携プログラムが日本においても

散見されるようになっている[57][58][59]。今後、介入

において有形財の更なる有効活用を進めるにあたり、民

間企業との連携は一つの重要な解決策となるであろう。 

 

5.2.2.5. 介入における理解・行動促進のための工夫 

理解・行動促進にかかる工夫として、理解促進に対し

ては、視覚系(14 編)や、双方向系(16 編)など、そして、

行動促進に対しては体験・練習系(8 編)、腹落ち系(18 編)

などをアプローチとして確認した。 

ほぼ全ての論文において実施した介入手法は記載され

ているものの、詳細な介入手法(内容)についての記載は

十分ではない(文章説明は 22編)。また、対照群を設定し

た論文が少ないことから、介入手法の質の評価について

の議論も十分ではない。十分な記述のない現状において

具体的な指摘はできないが、今後の研究や実践において

は、介入内容の質についての議論や質の高度化に関わる

研究の重要性が増してくる。 

 そうした中で、営利民間法人では行動経済学等を活用

した、理解と行動を実効的に促すアプローチを、多く研

究・実践している。理解や行動を促す、実効的な介入施

策の開発・導入にあたって、こうした民間企業の経験・

知見の適切な活用のあり方は、今後検討の価値があると

考えられる。 

 

5.2.2.6. 介入実施の場所、時間帯 

介入プログラムの提供場所は、職域施設・民間施設と

いった場所での開催も一定程度存在したものの、行政施

設や教育機関・医療機関といった公的な機関での開催が

多い(21 編(51％)で記載)結果であった。また場所の記載

のない文献が 14 編(34％)もあった。 

介入時間帯については、平日昼間が 11 編(記載あり文

献の約 61％)と最も多い結果となった。また、時間帯に

ついても、23 編(56％)の文献で記載がなかった。 

両項目で記載のない文献が多いという点については、

研究内容の情報開示ならびに事後検証という視点からも、

改善に必要性を強く感じる。また、介入実施上の制約か

ら生ずるものと考えられるが、平日昼間や公的機関とい

う時間帯・実施場所の設定は、介入対象者のアクセシビ

リティへの配慮不足が懸念される。アクセシビリティが

欠如する場合、特定の属性の対象者しか参加できない可

能性が高まり、参加を期待する対象者(健康無関心層等)

の参加を妨げる要因となる。 

前述の通り、今後は、健康無関心層を対象とした介入

や研究が必要となる。利便性の高い場所・時間帯での開

催や、参加したくなるプログラム提供など、対象者のア

クセシビリティへの配慮が今後の重要な検討課題と言え

る。 

 

5.2.2.7. 行動理論に関する記載 

行動理論は全体の 16 編において言及されていた。その

うち、多くの文献(6 編(38％))においてプロチャスカの

行動変容ステージモデルが活用されていた。 

今後、介入内容の質を今後さらに高めて行くには、医

学・保健領域のみならず学際的な行動理論の活用が期待

される。この時、営利民間法人にて実践されている行動

理論・モデルやノウハウを戦略的に活用することにも、

検討の余地がある。 

 

5.3. 総評 

5.3.1. 基本情報の記載レベル 

 介入アプローチの基本情報となる、5W1H の記載が不十

分な文献が散見された。例えば、WHOM に該当する対象者

の健康関心度については 31 編、直接介入者の属性につい

ては 11 編、研究の資金源については 19 編、提供した有

形財(物財)ついては 16 編、介入実施場所は 14 編、介入

時間帯では 23 編にのぼる論文において、記載がないとい

う具合である。 

介入研究の全体傾向を把握するにあたっては、こうし

た基本情報の欠如は、介入施策を並列で比較することを

困難にする。また、不十分な情報の中では、介入アプロ

ーチや介入上の工夫についての質の評価・検証、を行う

ことができない。今後は、介入アプローチの基本情報と

しての 5W1H の確実な開示を強く望む。さらには、効果検

証を通じた、介入施策の質向上のためにも、より具体的

な記述がなされることも合わせて期待する。 

 

5.3.2. 民間活用の実態と今後の産学官連携 

 資金源について記載のあった 22 編中、そのほとんどが

公的機関によるもので、非営利民間法人は 2 編のみ、営

利民間法人においては資金源として存在しなかった。 

また、資金以外における民間(医療機関・教育機関以外)

の活用は、物品提供(1 編)、場の提供(2 編)の記載はある

ものの、それ以上の連携に関する記載は存在しない結果
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となった。 

 前述の考察において、介入アプローチの改善における

民間企業の貢献余地を多く言及してきた。資金や施策上

の資源について多くを公的なそれらに依拠する現行の研

究に対して、介入の質の向上など研究アプローチの改善

という点においては、営利民間法人の経営資源の活用が

非常に有効であると推察する。 

もちろん COI への配慮等研究倫理の遵守を大前提とし

つつ、民間資金ならびに民間ノウハウの有効な活用を実

現した研究(取り組み)が増えていくことが期待される。

表 6 は介入アプローチの分析結果とその考察に基づき、

介入アプローチへの民間資源活用を提言するものである。

その活用効果の例として、以下が期待できる。民間企業

のコミュニケーションノウハウ導入により介入の工夫の

選択肢増加、チャネルの活用による時間・場所への対象

者のアクセシビリティ向上、商業製品の物財としての積

極的活用による体験価値の向上等である。言い換えると、

生活者の受け入れやすいタイミングや状況を設定した上

で情報を提供し、日用品の活用を通じ体験の提供を行い、

日常生活の中で自然に健康行動を誘発し、そこに向かわ

せる形態が、求められるプログラムの一形態である。こ

のような、介入実施者、対象者とも負担の少ない活動が、

継続性の源泉となり維持期への変容を促すと考えられる。

産学官各々の資源が有効に活用されることでこの実現が

可能となる。 

ただし、この時、投入した資源が新たな価値を創出す

る仕組の導入も、活動の継続には不可欠であることに留

意しなければならない。 

 

5.4. 研究の限界 

本研究にはいくつかの限界がある。一つは文献の選定

に関する限界で、もう一つは分析対象とした論文情報に

関する内容である。 

まず分析対象論文の選定に用いた文献データベースを、

医中誌 Web のみとしていることから、国内で実施された

取組みであっても、医中誌 Web に収載されていない学術

誌に掲載された研究は含まれていない。また国際誌に発

表された国内の研究は含まれていない。国内の研究者に

よる国際誌への発表論文を対象としたレビューは今後の

課題としたい。 

また本研究では各文献に記載された情報のみを分析対

象としており、各介入施策上での研究者の意図について

の追加ヒアリングや質問紙調査は行っておらず、当該研

究にて配慮を要した点や工夫については紙面に表出しき

れていない点の把握には限界がある。 

 

6. まとめ 

地域における一般生活者に対する介入の実態を、明ら

かにすることを目的に、産学連携体制により、国内文献

のレビューを行った。 

その結果、対象者の意識・態度と健康に関する行動変

容(健康増進・疾病予防に関わる行動の変容)を実現する

ための多様な工夫の実態を把握することができた。特に、

健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動

の変容)をアウトカムとした研究が多くを占めている点

は評価したい。 

そして今回の介入施策の分析を通じて、基本情報の記

載のばらつきの問題はあるものの、多くの意識・態度と

健康に関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動

の変容)にあたっての工夫を整理することができた。 

一方で、予防が重要な社会的問題となっている中で、

低関心層・無関心層をターゲットとした研究、および、

意識・態度と行動変容にあたって多くの知見や経験を持

つ企業を中心とした他のプレイヤーと連携している研究

は、今回対象とした日常を基盤にした実践的な取組の中

では、ほとんど見られない結果となった。 

健康・予防は日本における健長寿社会の実現に向けて

の喫緊の課題である。そのためには意識・態度と健康に

関する行動変容(健康増進・疾病予防に関わる行動の変

容)を実効的に推進する、介入施策の質のさらなる向上が

必要となってくる。その目標達成にあたっては、無関心

層や低関心層を対象とした研究の強化、5W1H を起点とし

た実効性の高い体験提供を通じた介入施策のデザインと

検証、そしてそれを実現するために有用なノウハウやア

セットを持つ民間セクターとの積極的な連携が期待され

る。 
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1 "行動"/TH or "行動"/AL

2 "識字能力"/TH or "リテラシー"/AL

3  1 or 2

4 "健康"/TH or "健康"/AL

5 "予防"/AL

6 "地域"/AL

7 "教育"/TH or "教育"/AL

8 PT=原著論文

9 CK=成人(19～44) or中年(45～64)

10 3 and 4 and 5 and 6 and 7 and 8 and 9

表1　検索式
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図1　文献採択のフローチャート

データベースの検索により抽出された文献
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表題・抄録の精査
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本文精読
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採択文献
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146編　除外

10編　除外
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